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教員は、教育職員免許法により授与される各相当の免許状を
有する者でなければならない（免許法第３条第１項）。

１．免許状主義と開放制の原則

免許状主義

我が国の教員養成は、一般大学と教員養成系大学とがそ
れぞれの特色を発揮しつつ行っている。

開放制の原則

①普通免許状 ②特別免許状 ③臨時免許状

それぞれ学校種別 （中学校・高等学校については教科別）

○ 授与権者：都道府県教育委員会

○ 免許状の有効範囲

・普通免許状 ： 全ての都道府県

・特別免許状 授与を受けた
都道府県内

・臨時免許状

専修免許状（修士課程修了程度）

一種免許状（大学卒業程度）

二種免許状（短大卒業程度）

２．免許状の種類

教員養成・免許制度について
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① 「大学における養成」が基本。

② 現職教員の自主的な研鑽を促すため、一定の教職経験を積み、大学等で所要単位を修得した者に、上位免許状を授与する途を
開いている。

学士の学位等 教職課程の履修 教員免許状＋ ⇒教科及び教職に関する科目

普通免許状 令和３年度授与件数： １８６，８５４件

（内訳） 専修免許状： １０，４７９件 一種免許状：１３５，９７０件 二種免許状： ４０，４０５件

普通免許状を有する者を採用できない場合に限り、例外的に
授与する「助教諭」の免許状

○ 授与要件

都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ迎え
入れるため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格により
授与する「教諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること
② 社会的信望及び教員の職務を行うのに必要な熱意と識見
を有すること

特別免許状 臨時免許状令和３年度授与件数： ３３４件

（平成元～令和３年度総授与件数：２，２７６件）

多様な専門的知識・経験を有する人を教科の学習に迎え入れ

ることにより、学校教育の多様化への対応や活性化を図るこ

とを目的とした制度。教員免許状を有しない非常勤講師が、

教科の領域の一部を担任することが可能（任命・雇用する者

が、あらかじめ都道府県教育委員会に届出をすることが必

要）。

①特別非常勤講師

中学校、高等学校、中等教育学校の前期課程・後期課程、特別支援学校
の中学部・高等部において、相当の免許状を所有する者を教科担任とし
て採用することができない場合に、校内の他の教科の教員免許状を所有
する教諭等（講師は不可）が、１年に限り、免許外の教科の担任をするこ
とが可能

（校長及び教諭等が、都道府県教育委員会に申請し、許可を得ることが

必要）。

②免許外教科担任制度

３．免許状主義の例外

令和３年度授与件数：９，７２０件
（前年度９，０５１件）

令和３年度届出件数：１９，４３３件
（前年度１９，２５７件）

令和３年度許可件数（中・高）：１０，０８２件
（前年度１０，０２８件）
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中学校教諭免許状

国語、社会、数学、理科、音楽、美術、保健体育、保健、
技術、家庭、職業、職業指導、職業実習、外国語（英語、
ドイツ語、フランス語その他の外国語に分ける。）、宗
教

高等学校教諭免許状

国語、地理歴史、公民、数学、理科、音楽、美術、工芸、
書道、保健体育、保健、看護、看護実習、家庭、家庭実
習、情報、情報実習、農業、農業実習、工業、工業実習、
商業、商業実習、水産、水産実習、福祉、福祉実習、商
船、商船実習、職業指導、外国語（英語、ドイツ語、フ
ランス語その他の外国語に分ける。）、宗教、柔道、剣
道、情報技術、建築、インテリア、デザイン、情報処理、
計算実務

※ それぞれ専修免許状（修士課程修了程度）、一種免許状（大学卒業程度）、二種免許状（短大卒業程度）に分かれる。
ただし、高等学校に二種免許状はない。

免許教科の種類について（中学校・高校）
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課程認定制度の概要①
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中央教育審議会
（教員養成部会） 文部科学大臣

課程認定委員会
国公私立大学

⑤答申

②諮問

④結果報告 ③付託 ①申請 ⑥課程認定

○免許状の授与を受けるために大学において修得することを要する単位は、原則として、文部科学大臣が
免許状の授与の所要資格を得させるために適当と認める課程において修得したものでなければならないことと
されている（教育職員免許法別表第１備考第５号）。

○文部科学大臣が大学の課程を適当と認めるにあたっては、中央教育審議会に諮問し、その答申に基づき
行うこととされている（別表第１備考第５号）。大学の課程の審査は、中央教育審議会初等中等教育分科会
教員養成部会の専決事項となっており、当部会の付託を受け、課程認定委員会で行っている。

○教職課程認定の流れ



課程認定制度の概要②
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（１）審査基準
教員養成部会及び課程認定委員会における審査は、教育職員免許法及び同法施行規則のほか、教員養成

部会決定である「教職課程認定基準」等によって行っている。

（２）主な審査事項
①学科等と免許状との関係…当該学科等の目的、性格及び教育課程と認定を受けようとする

免許状との相当関係
②教育課程…教育職員免許法施行規則に定める科目の全ての分野について開設されていること
③教員組織…必要な教員数が確保されていること。教職専任教員を中心として資格審査を行う。
④施設、設備…必要な施設、設備、図書等が十分に備えつけられていること。
⑤教育実習校…学生数に応じ適当な規模の教育実習校が確保されていること。

免許教科 必要教職専任教員数
国語
社会
数学
理科
音楽
美術
保健体育
保健
技術
家庭
職業
職業指導
英語
宗教

３人以上
４人以上
３人以上
４人以上
３人以上
３人以上
３人以上
３人以上
４人以上
４人以上
４人以上
２人以上
３人以上
３人以上

免許教科 必要教職専任教員数
国語
地理歴史
公民
数学
理科
音楽
美術
工芸
書道
保健体育
保健
看護
家庭

３人以上
３人以上
３人以上
３人以上
４人以上
３人以上
３人以上
３人以上
３人以上
３人以上
３人以上
４人以上
４人以上

（３）中学校・高校の必要教職専任教員数
○中学校教諭
ⅰ）「教科に関する専門的事項」

○高等学校教諭
ⅰ）「教科に関する専門的事項」

免許教科 必要教職専任教員数
情報
農業
工業
商業
水産
福祉
商船
職業指導
英語
宗教

４人以上
４人以上
４人以上
４人以上
４人以上
４人以上
４人以上
２人以上
３人以上
３人以上
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